
平成３０年度予算（案）の説明

文 部 科 学 省

生 涯 学 習 政 策 局



‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥平成３０年度予算（案）事項 １

【情報活用能力の育成を含む教育の情報化の推進】

‥‥‥‥‥‥１．学校ICT環境整備促進実証研究事業 ２

‥‥‥‥‥‥‥‥‥２．次世代の教育情報化推進事業 ４

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥３．情報モラル教育推進事業 ６

【専修学校等の人材養成機能の充実・強化】

‥４．専修学校による地域産業中核的人材養成事業 ８

５．専修学校と地域の連携深化による職業教育魅力
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥発信力強化事業 １０

【学びを通じた地域づくりと学校・家庭・地域の連携協働】
‥‥‥‥‥‥‥６．地域と学校の連携・協働の推進 １２

７．学校卒業後における障害者の学びの支援に
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥関する実践研究事業 ２０

８．男女共同参画推進のための学び・キャリア
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥形成支援事業 ２２

【参考】
リカレント教育・職業教育の充実に取り組む大学・専修学校等へ

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥の支援（うち、生涯学習政策局計上分） ２４



生涯学習政策局

前　年　度 30 年 度 比　　　較

予　算　額 予 定 額 増△減額

１．情報活用能力の育成を 524 653 129 ( 1 ) 学校ICT環境整備促進実証研究事業【新規】 363 ( 新規 )

　 含む教育の情報化の推進

( 2 ) 次世代の教育情報化推進事業 108 ( 52 )

( 3 ) 情報モラル教育推進事業 20 ( 15 )

等

 ２．専修学校の人材養成 2,297 2,308 11 ( 1 ) 専修学校による地域産業中核的人材養成 1,740 ( 1,683 )

　　機能の充実・強化 事業

( 2 ) 専修学校グローバル化対応推進支援事業 195 ( 252 )

( 3 ) 専修学校と地域の連携深化による職業教育 61 ( 新規 )

魅力発信力強化事業【新規】

等

 ３．学びを通じた地域づくり 7,401 7,543 142 ( 1 ) 地域と学校の連携・協働の推進 7,107 ( 6,932 )

　　と学校・家庭・地域の 学校を核とした地域力強化プラン 6,475 ( 6,932 )

　　連携協働 ア 地域学校協働活動推進事業 6,012 ( 6,435 )

イ 地域における家庭教育支援基盤構築事業 73 ( 73 )

ウ その他 390 ( 424 )

106 ( 新規 )

等

( 2 ) 博物館ネットワークによる未来への 31 ( 23 )

レガシー継承・発信事業

( 3 ) 男女共同参画推進のための学び・キャリア 37 ( 31 )

形成支援事業

( 4 ) 社会人の学びの情報アクセス改善にむけた 11 ( 新規 )

実践研究【新規】

等

４．新たな教育改革の 804 808 4 ( 1 ) 中央教育審議会 15 ( 14 )

　　推進 等

( 2 ) 統計調査 393 ( 375 )

等

 ※  再掲を一部含む。

 ※　復興特別会計計上予算は含まれていない。

関する実践研究事業【新規】

平　成　3 0　年　度　予　算　（案）  事　項

（単位 ： 百万円）

事　　　　　　　項 備　　　　　　                 　　　　　　考

学校卒業後における障害者の学びの支援に
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１ 学校ＩＣＴ環境整備促進実証研究事業 

 

                              （ 新 規  ） 

                                              30年度予定額 ３６３百万円 

 

 

１．要 旨 

 新学習指導要領等を確実に実施し、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた学習

指導の充実や、生徒指導、部活動、保護者や地域との連携など、学校や教員に対する期待

が増大している一方で、教員の長時間勤務が課題となっており、教員の業務を軽減してい

くことが求められている。統合型校務支援システムの導入は、教員の業務効率化に資する

ことから、今後、統合型校務支援システムの全国的な導入・普及を加速化させる必要があ

る。統合型校務支援システムの導入が、小規模自治体において遅れている（全国での普及

率：市区町村28％、町村のみだと約17％）ことや、小中学校の教員の異動が都道府県単位

で行われている実態も踏まえ、都道府県単位でのシステムの共同調達・運用を促進する。 

 また、ＩＣＴを活用した遠隔教育は、多様性ある学習環境や専門性の高い授業の実現

等、質の高い学習の実現に資することが期待される。このため、ＡＬＴを活用した外国語

指導や特別な配慮を必要とする児童生徒へのきめ細やかな指導等において、遠隔教育シス

テムの活用を促進することにより、児童生徒の学びの質の向上を図る。 

 

２．内 容 

（１）統合型校務支援システム導入実証研究事業 

教員の業務負担軽減及びそれを通じた教育の質の向上を図る観点から、学校におけ

る校務の情報化を効率的に進めるため、都道府県単位での統合型校務支援システムの

共同調達・運用の促進に係る実証事業を行う。 

                                 

（２）遠隔教育システム導入実証研究事業 

多様性ある学習環境や専門性の高い講師による授業の実現等、児童生徒の学びの質

の向上を図るため、遠隔教育システムの導入促進に係る実証事業を行う。 
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①
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
導
入
実
証
研
究
事
業

教
員
の
業
務
負
担
軽
減
及
び
そ
れ
を
通
じ
た
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る

観
点
か
ら
、
学
校
に
お
け
る
校
務
の
情
報
化
を
効
率
的
に
進
め
る
た
め
、

都
道
府
県
単
位
で
の
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
共
同
調
達
・
運
用
の

促
進
に
係
る
実
証
事
業
を
行
う
（
４
地
域
）
。

【
３
１
１
百
万
円
：
委
託
事
業
】

②
遠
隔
教
育
シ
ス
テ
ム
導
入
実
証
研
究
事
業

多
様
性
あ
る
学
習
環
境
や
専
門
性
の
高
い
授
業
の
実
現
等
、
児
童
生

徒
の
学
び
の
質
の
向
上
を
図
る
た
め
、
遠
隔
教
育
シ
ス
テ
ム
の
導
入
促

進
に
係
る
実
証
事
業
を
行
う
（
６
地
域
）
。 【
５
２
百
万
円
：
委
託
事
業
】

学
校

IC
T
環

境
整

備
促

進
実

証
研

究
事

業
3
0
年

度
予

定
額

３
６

３
百

万
円

（
新

規
）

複
数
の
市
区
町
村
が
統
合
型
校
務

支
援
シ
ス
テ
ム
を
共
同
利
用

遠
隔

授
業

シ
ス

テ
ム

教
員

の
長

時
間

勤
務

が
喫

緊
の

課
題

と
な

っ
て

い
る

中
で

、
全

国
の

学
校

に
お

け
る

校
務

の
情

報
化

を
通

じ
た

教
育

の
長

時
間

勤
務

の
改

善
を

図
る

た
め

、
「
統

合
型

校
務

支
援

シ
ス

テ
ム

」
の

効
率

的
な

導
入

や
効

果
測

定
等

に
関

す
る

実
証

事
業

を
実

施
。

※
 「

統
合

型
校

務
支

援
シ

ス
テ

ム
」
と

は
、

教
務

（
成

績
処

理
、

出
欠

管
理

、
時

数
等

）
、

保
健

（
健

康
診

断
票

、
保

健
室

管
理

等
）
、

指
導

要
録

等
の

学
籍

、
学

校
事

務
等

の
機

能
を

統
合

し
た

シ
ス

テ
ム

の
こ

と
を

い
う

。
※

「
統

合
型

校
務

支
援

シ
ス

テ
ム

」
導

入
に

よ
る

勤
務

時
間

減
効

果
の

一
例

：
大

阪
市

（
2
6
年

度
）
2
2
4
時

間
/
年

（
ク

ラ
ス

担
任

）
，

北
海

道
（
2
7
年

度
）
：
1
1
7
時

間
/
年

ま
た

、
多

様
性

の
あ

る
学

習
や

専
門

性
の

高
い

授
業

の
実

現
等

、
質

の
高

い
学

習
（
※

）
の

実
現

を
促

進
す

る
た

め
、

遠
隔

教
育

シ
ス

テ
ム

の
導

入
を

含
め

た
実

証
研

究
を

実
施

。
※

Ａ
Ｌ

Ｔ
を

活
用

し
た

外
国

語
指

導
、

特
別

な
配

慮
を

必
要

と
す

る
児

童
生

徒
へ

の
き

め
細

や
か

な
指

導
の

充
実

な
ど

＜
教

育
再

生
実

行
会

議
第

1
0
次

提
言

＞
【
H

2
9
.6

.1
】

国
、

地
方

公
共

団
体

は
、

学
校

事
務

の
一

層
の

効
率

化
を

図
る

た
め

、
（
略

）
統

合
型

校
務

支
援

シ
ス

テ
ム

の
導

入
に

よ
る

校
務

の
IC

T
化

（
校

務
シ

ュ
ア

ボ
ー

ド
の

導
入

や
ペ

ー
パ

ー
レ

ス
化

等
）
を

推
進

す
る

。

＜
規

制
改

革
実

施
計

画
＞

【
H

2
9
.6

.9
】

遠
隔

教
育

は
現

行
制

度
に

お
い

て
も

実
施

可
能

で
あ

る
が

、
教

育
の

一
層

の
質

の
向

上
の

観
点

か
ら

、
そ

の
本

格
的

推
進

に
つ

い
て

、
幅

広
い

視
点

か
ら

施
策

方
針

の
取

り
ま

と
め

を
行

い
、

学
校

関
係

者
等

へ
の

周
知

そ
の

他
必

要
な

方
策

を
講

ず
る

。

＜
中

央
教

育
審

議
会

特
別

部
会

中
間

ま
と

め
（
案

）
＞ 【
H

2
9
.1

1
.2

8
】

統
合

型
校

務
支

援
シ

ス
テ

ム
の

導
入

に
よ

り
、

（
略

）
業

務
の

電
子

化
に

よ
る

効
率

化
な

ど
を

図
る

（
略

）
こ

と
が

必
要

で
あ

る
。

そ
の

際
、

都
道

府
県

と
域

内
の

市
区

町
村

と
の

連
携

に
よ

り
、

都
道

府
県

単
位

で
の

統
合

型
校

務
支

援
シ

ス
テ

ム
の

共
同

調
達

・
運

用
に

向
け

た
取

組
を

進
め

る
こ

と
が

重
要

で
あ

る
。
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２ 次世代の教育情報化推進事業

（前年度予算額 ５２百万円）

30年度予定額 １０８百万円

１．要 旨

新学習指導要領の趣旨を踏まえ、全ての学習の基盤となる「情報活用能力」の育成に

向けた教科横断的で体系的なカリキュラム・マネジメントや、ICTの効果的な活用の事例

の創出・普及を目指す。

また、必修となった小学校プログラミング教育の円滑な実施に向け、指導事例の創出・

普及や教員研修用教材の開発等を実施する。

さらに、新学習指導要領に対応した高等学校情報科担当教員の研修用教材の開発を行う。

２．内 容

（１）新学習指導要領の趣旨の実現に向けた情報教育及びＩＣＴ活用の推進に関する調査研究

新学習指導要領の趣旨の実現に向けて、以下の事項について、推進校における実

践研究を通じた優れた事例（GP）の創出と、指導手引書等の作成による全国の学校

への普及を行う。

①情報活用能力を育む教科横断的で体系的なカリキュラム・マネジメント事例

（GP）の創出

②「主体的・対話的で深い学び」（アクティブ・ラーニング）を実現するICTを効果

的に活用した指導事例（GP）の創出

（２）小学校プログラミング教育支援推進事業

小学校プログラミング教育の円滑な実施に向けて、以下の事業を実施する。

①全国の小学校において参考となる、新学習指導要領の趣旨を踏まえたプログラミ

ング教育の指導事例（GP）の創出と普及

②各小学校の校内研修において活用できるわかりやすい教員研修用教材（映像教材

やeラーニング教材）の開発・提供や、地域の研修リーダーとなる教員等を対象と

したセミナーの実施

（３）新学習指導要領に対応した高等学校情報科担当教員の指導力向上

情報科担当教員を対象とした都道府県等の研修で活用できる教員研修用教材（研

修テキスト）の作成・配布と、本研修資料を活用した研修の講師となるべき者に対

する説明会を実施する。
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次
世
代
の
教
育
情
報
化
推
進
事
業

（
前
年
度
予
算
額
５
２
百
万
円
）

３
０
年
度
予
定
額
１
０
８
百
万
円

全
国
の
小
・
中
・
高
等
学
校
に
お
い
て
新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
全
て
の
学
習
の
基
盤
と
な
る

「
情
報
活
用
能
力
」
の
育
成
に
取
り
組
め
る
よ
う
、
優
れ
た
指
導
事
例
の
創
出
・
普
及
や
教
員
研
修
用
教
材

の
開
発
等
の
支
援
策
を
講
じ
る
。

と
り
わ
け
、
新
た
に
必
修
化
さ
れ
た
小
学
校
に
お
け
る
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
の
推
進
に
重
点
的
に
取
り
組
む
。

新
学
習
指
導
要
領

（
小
学
校
学
習
指
導
要
領
、
中
学
校
学
習
指
導

要
領
平
成

29
年

3月
31
日
告
示
、
高
等
学
校

学
習
指
導
要
領
は

29
年
度
中
に
改
訂
予
定
）

「
情
報
活
用
能
力
」を
「
学
習
の
基
盤

と
な
る
資
質
・
能
力
」
と
位
置
付
け
、

「
教
科
横
断
的
な
視
点
か
ら
教
育
課

程
の
編
成
を
図
」
り
、
育
成
し
て
い
く

「
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
や
情
報
通
信
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
な
ど
の
情
報
手
段
を
適
切
に

活
用
し
た
学
習
活
動
の
充
実
を
図
る
」

小
学
校
に
お
い
て
は
、
「
児
童
が
プ
ロ

グ
ラ
ミ
ン
グ
を
体
験
し
な
が
ら
、
コ
ン

ピ
ュ
ー
タ
に
意
図
し
た
処
理
を
行
わ
せ

る
た
め
に
必
要
な
論
理
的
思
考
力
を

身
に
付
け
る
た
め
の
学
習
活
動
」
を
、

「
各
教
科
等
の
特
質
に
応
じ
て
」
、
「
計

画
的
に
実
施
す
る
」

高
等
学
校
情
報
科
に
つ
い
て
は
、
共

通
必
履
修
科
目
「情
報
Ⅰ
」
を
新
設
し
、

全
て
の
生
徒
が
、
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
、

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
を

含
む
）
や
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
基
礎
等
に

つ
い
て
学
ぶ
よ
う
改
訂
・
充
実
す
る

新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
の
実
現
に
向
け
た
情
報
教
育
及
び

IC
T活
用
の
推
進
に
関
す
る
調
査

研
究
【

29
年
度
「
情
報
教
育
の
推
進
に
関
す
る
調
査
研
究
」
】
〈
委
託
〉
２
４
百
万
円

小
学
校
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
支
援
推
進
事
業
【
新
規
】
〈
委
託
〉
７
０
百
万
円

新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
し
た
高
等
学
校
情
報
科
担
当
教
員
の
指
導
力
向
上
【新
規
】
〈
委
託
〉
１
４
百
万
円

小
学
校
平
成

32
年
度
か
ら
全
面
実
施

中
学
校
平
成

33
年
度
か
ら
全
面
実
施

高
等
学
校
平
成

34
年
度
か
ら
学
年
進
行
で
実
施

デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
や
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
な
ど
最
新
の

情
報
技
術
に
関
す
る
知
識
や
指
導
方
法
、
企
業
と
の
連
携

の
進
め
方
等
を
再
習
得
す
る
た
め
の
研
修
に
つ
い
て
、
各

都
道
府
県
教
育
委
員
会
等
の
計
画
的
な
実
施
を
支
援

情
報
科
担
当
教
員
を
対
象
と
し
た
都
道
府
県
等
の
研
修
で
活
用
で
き
る
教
員
研

修
用
教
材
（
研
修
テ
キ
ス
ト
）を
作
成
・
配
布

小
学
校
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
向
け
て
、
以
下
の
事
業
を
実
施

①
全
国
の
小
学
校
に
お
い
て
参
考
と
な
る
、
新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
を
踏
ま
え
た
プ
ロ

グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
の
指
導
事
例
（

GP
）
の
創
出
と
普
及

②
各
小
学
校
の
校
内
研
修
に
お
い
て
活
用
で
き
る
わ
か
り
や
す
い
教
員
研
修
用
教
材
（映

像
教
材
や

eラ
ー
ニ
ン
グ
教
材
）
の
開
発
・提
供
や
、
地
域
の
研
修
リ
ー
ダ
ー
と
な
る
教
員

等
を
対
象
と
し
た
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施

新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
の
実
現
に
向
け
て
、
以
下
の
事
項
に
つ
い
て
、
推
進
校
に
お
け
る
実
践
研
究
を
通
じ
た
優
れ
た
事
例

（
GP
）
の
創
出
と
、
指
導
手
引
書
等
の
作
成
に
よ
る
全
国
の
学
校
へ
の
普
及

①
情
報
活
用
能
力
を
育
む
教
科
横
断
的
で
体
系
的
な
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
例
（

GP
）
の
創
出

②
「
主
体
的
・
対
話
的
で
深
い
学
び
」
（ア
ク
テ
ィ
ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
）
を
実
現
す
る

IC
Tを
効
果
的
に
活
用
し
た
指
導
事
例
（

GP
）の
創
出

未
来
投
資
戦
略

20
17
【
抜
粋
】

（
平
成

29
年

6月
9日
閣
議
決
定
）

「
未
来
の
学
び
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」
と
連

携
し
、

20
20
年
度
の
新
学
習
指
導
要

領
の
全
面
実
施
を
待
つ
こ
と
な
く
、
現

場
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
楽
し
み
な
が
ら

学
べ
る
デ
ジ
タ
ル
教
材
の
開
発
と
学

校
現
場
で
の
活
用
・
評
価
、
活
用
結
果

を
踏
ま
え
た
教
材
の
更
な
る
改
善
及

び
指
導
事
例
の
蓄
積
に
向
け
た
産
業

界
と
教
育
現
場
が
連
携
し
た
取
組
を

今
年
度
秋
か
ら
開
始
し
、
来
年
度
か
ら

本
格
展
開
す
る
。

「
未
来
の
学
び
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」
と
の
連
携

•
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
賛
同
企
業
・団
体
等
で
開
発
さ
れ
た
教
材
を
活
用
し
た
指
導
事
例
創
出

•
創
出
さ
れ
た
指
導
事
例
等
の
全
国
の
小
学
校
へ
の
情
報
提
供
（
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
ポ
ー

タ
ル
サ
イ
ト
を
通
じ
て
発
信
）
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３ 情報モラル教育推進事業 
 

（ 前年度予算額 １５百万円） 
30 年度予定額 ２０百万円  

 
 
１．要 旨 

  携帯電話・スマートフォンや SNS が子供たちにも急速に普及し、それらの利用
に伴う犯罪被害等も生じているという状況のもと、児童生徒に情報モラルを身に
付けさせることが一層重要となっていることから、指導資料の改善・充実や児童
生徒向け啓発資料の作成・配布等により、新学習指導要領の下での情報モラル教
育の充実を図る。 

 

２．内 容 

（１）情報モラル教育の推進に係る指導資料の改善 

  平成 27 年度に作成した指導資料（動画教材を含む。）について、新学習指導要
領に対応した改訂を行うとともに、児童生徒を取り巻くインターネット環境の変
化や、それらの利用に伴うトラブルや犯罪被害等の最新の状況・動向も踏まえて、
内容の改善・充実を図る。 

 
（２）児童生徒向け啓発資料の作成・配布 

携帯電話・スマートフォン等を適切に利用できるようにするため、児童生徒向け
啓発資料を作成・配布する。 

 
（３）情報モラル教育の推進に係るセミナーの開催 

学校における今日的課題を踏まえた情報モラル教育の取組の推進に資するため、
教員を対象としたセミナーを実施する。 
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情
報
モ
ラ
ル
教
育
推
進
事
業

（
前
年
度
予
算
額

１
５
百
万
円
）

３
０
年
度
予
定
額

２
０
百
万
円

１
．
情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
推
進
に
係
る
指
導
資
料
の
改
善
【
新
規
】〈
委
託
〉

11
百
万
円

平
成

27
年
度
に
作
成
し
た
指
導
資
料
（
動
画
教
材
を
含
む
。
）
に
つ
い
て
、
新
学
習
指
導
要
領
に

対
応
し
た
改
訂
を
行
う
と
と
も
に
、
児
童
生
徒
を
取
り
巻
く
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
環
境
の
変
化
や
、
そ
れ

ら
の
利
用
に
伴
う
ト
ラ
ブ
ル
や
犯
罪
被
害
等
の
最
新
の
状
況
・
動
向
も
踏
ま
え
て
、
内
容
の
改
善
・

充
実
を
図
る
。

【
主
な
改
訂
点
（
予
定
）
】

•
新
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応

（
総
則
の
規
定
や
各
教
科
等
に
お
け
る
情
報
モ
ラ
ル
に
関
連
す
る
内
容
の
改
善
・
充
実
に
合
わ
せ
た
見
直
し
）

•
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
等
の
利
用
に
伴
う
様
々
な
犯
罪
や
性
的
搾
取
等
の
被
害
防
止
や
、
不
正
ア
ク

セ
ス
の
禁
止
に
係
る
内
容
の
充
実
、
そ
の
他
最
新
の
状
況
・
動
向
の
反
映

２
．
児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
の
作
成
・配
布

〈
委
託
〉

6百
万
円

（
現
：
「
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
対
策
を
含
む
啓
発
資
料
の
作
成
」
）

携
帯
電
話
・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
等
を
適
切
に
利
用
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、
児
童
生
徒
向
け
啓
発

資
料
を
作
成
・
配
布
す
る
。

３
．
情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
推
進
に
係
る
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

〈
委
託
〉

3百
万
円

（
現
：
「
情
報
モ
ラ
ル
教
育
指
導
者
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
」
）

学
校
に
お
け
る
今
日
的
課
題
を
踏
ま
え
た
情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
取
組
の
推
進
に
資
す
る
た
め
、
教
員
を
対
象
と
し
た
セ
ミ
ナ
ー

を
実
施
す
る
。

【
趣
旨
】

携
帯
電
話
・
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や

SN
Sが
子
供
た
ち
に
も
急
速
に
普
及
し
、
そ
れ
ら
の
利
用
に
伴
う
犯
罪
被
害
等
も
生
じ
て
い
る
と
い
う
状
況

の
も
と
、
児
童
生
徒
に
情
報
モ
ラ
ル
を
身
に
付
け
さ
せ
る
こ
と
が
一
層
重
要
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
指
導
資
料
の
改
善
・充
実
や
児
童

生
徒
向
け
啓
発
資
料
の
作
成
・配
布
等
に
よ
り
、
新
学
習
指
導
要
領
の
下
で
の
情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
充
実
を
図
る
。

【
子
供
た
ち
を
取
り
巻
く
状
況
】

○
高
校
生
の

94
.8
％
、
中
学
生
の

51
.7
％
、
小
学
生
（
満

10
歳
以
上
）
の

27
.0
％
が
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
を
所
有

高
校
生
の

76
.7
％
、
中
学
生
の

51
.7
％
、

小
学
生
の

32
.5
％
が
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

を
１
日
（
平
日
）
に
２
時
間
以
上
利
用

（
内
閣
府
「
平
成

28
年
度
青
少
年
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
利
用
環
境
実
態
調
査
」
）

○
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
サ
イ
ト
で
被
害
に
あ
っ
た

子
供
の
数
は
増
加
傾
向
が
継
続
し
、

平
成

28
年
度
に

1,
73

6人
で
過
去
最
多

（
警
察
庁
「
平
成

28
年
度
に
お
け
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

サ
イ
ト
等
に
起
因
す
る
事
犯
の
現
状
と
対
策
に
つ

い
て
」
）

○
若
年
層
が
不
正
ア
ク
セ
ス
等
の
加
害

者
と
な
る
事
案
も
発
生

【
学
習
指
導
要
領
の
改
訂
】

新
学
習
指
導
要
領
に
お
い
て
も
従
前
に

引
き
続
き
情
報
モ
ラ
ル
の
育
成
を
重
視

学
習
指
導
要
領
解
説
に
お
い
て
は
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
利
用
に
伴
う
犯
罪
被
害
の
防
止

の
必
要
性
や
、
児
童
生
徒
の
発
達
の
段
階

に
応
じ
て
情
報
や
情
報
技
術
の
特
性
に
つ

い
て
の
理
解
に
基
づ
く
情
報
モ
ラ
ル
を
身
に

付
け
さ
せ
る
こ
と
を
強
調
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４ 専修学校による地域産業中核的人材養成事業

（前年度予算額 １，６８３百万円）
３０年度予定額 １，７４０百万円

１．要 旨

産業や社会構造の変化、グローバル化等が進む中で、経済社会の一層の発展を期すため
には、経済再生の先導役となる産業分野の雇用拡大や人材移動を円滑に進めるとともに、
個人の可能性を最大限発揮し、日本再生・地域再生を担う中核的役割を果たす専門人材の
養成が必要不可欠である。
「日本再興戦略」や「ニッポン一億総活躍プラン」、「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」においても、実践的な職業教育を行う専修学校における職業人材の育成推進等が示さ
れているところである。
また、来るべきSociety5.0の時代に向けて、「未来投資戦略２０１７」においても、個

々の働き手の能力・スキルを向上させる人材育成・人材投資の抜本拡充が求められており、
専修学校においては、本事業によって産学連携を推進しつつ取組を進めることとされてい
る（平成２９年６月９日閣議決定）
これらの方向性を踏まえ、柔軟な制度的特性を生かしながら産業構造の変化や各地域の

ニーズ等に対応した実践的な職業教育を行う専修学校の人材養成機能を充実・強化するた
め、各分野や各地域に応じた中長期的な人材育成に向けた産官学の協議体制の構築等を進
めるとともに、これからの時代に対応した教育プログラム等の開発や社会人の学び直しの
推進、効果的な産学連携教育実施のためのガイドラインの作成等を進める。

２．内 容
（１）産学連携体制の整備

専修学校と産業界・行政機関等を構成員とする協議会において、各分野や各地域に
おける人材育成の在り方を検討し、各専修学校における教育内容の改編・充実につな
げるとともに、持続可能な協議体制の整備を促す。
・地域版人材育成協議会の設置 20箇所
・全国版人材育成協議会の設置 10箇所 等

（２）教育プログラム等の開発
それぞれの専修学校が、機動的な産学連携体制を土台としつつ、これからの時代に

求められる多面的・重層的な諸課題に的確に対応し、教育実践を進めていくことを支
援するため、以下の教育プログラム等を開発する。
・Society 5.0等対応カリキュラムの開発・実証 30箇所
・地域課題解決実践カリキュラムの開発・実証 30箇所
・eラーニングの積極活用等による学び直し講座開設等 18箇所
・「学びのセーフティネット」機能の充実・強化 9箇所

（３）産学連携手法の開発
専修学校において、これからの時代に求められるアクティブ・ラーニングの在り方

を見据え、学習と実践を組み合わせて行う効果的な教育手法を開発し、学校・産業界
双方のガイドラインとして作成・共有化することにより、質保証・向上を図りつつ、
実効的・組織的な産学協同による教育体制を構築する。
・専修学校版デュアル教育システムの開発 25箇所
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専
修

学
校

に
よ

る
地

域
産

業
中

核
的

人
材

養
成

事
業

（
前

年
度

予
算

額
：
1
,6
8
3
百

万
円

）
3
0
年

度
予

定
額

：
1
,7
4
0
百

万
円

メ
ニ
ュ
ー
②
︓
産
学
連
携
⼿
法
の
開
発

メ
ニ
ュ
ー
①
︓
産
学
連
携
体
制
の
整
備

【事
業
概
要
】

未
来
投
資
戦
略
2
0
1
7
（
平
成
2
9
年
6
月
9
日
閣
議
決
定
）

産
業
界
の
ニ
ー
ズ
を
継
続
的
に
把
握
し
つ
つ
、
産
業
界
の
代
表
と
の
実
務

レ
ベ
ル
で
の
情
報
共
有
等
を
⾏
う
こ
と
を
⽬
的
と
し
た
⼤
学
関
係
者
に
よ
る
⼤

学
協
議
体
の
本
年
度
早
々
の
創
設
と
産
学
協
働
に
よ
る
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

の
構
築
・
実
施
、
専
修
学
校
に
よ
る
地
域
産
業
中
核
的
人
材
養
成
事
業

等
に
よ
る
産
学
連
携
の
取
組
を
進
め
る
と
と
も
に
、
こ
れ
ら
の
取
組
を
横
断
的

に
機
能
さ
せ
る
た
め
に
、
産
業
界
と
教
育
界
に
よ
る
「
官
⺠
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」

に
つ
い
て
検
討
し
、
本
年
度
中
を
⽬
途
に
設
⽴
し
取
組
を
開
始
す
る
。

産
官
学
が
「
人
材
育
成
協
議
会
」
を
構
築
す
る
こ
と
で
、
各

分
野
・
各
地
域
に
お
け
る
中
⻑
期
的
な
⼈
材
育
成
の
在
り
⽅
を

協
議
し
、
今
後
必
要
と
な
る
⼈
材
像
や
能
⼒
・
技
術
等
を
整
理
、

効
果
的
な
教
育
⼿
法
を
検
討
す
る
体
制
を
確
⽴
す
る
。

（
全
国
版
︓
1
0
箇
所

地
域
版
︓
2
0
箇
所

連
絡
協
議
会
︓
1
箇
所
）

○
人
材
養
成
モ
デ
ル
の
活
用

○
人
材
養
成
モ
デ
ル
の
形
成

専
修
学
校
と
産
業
界
、
⾏
政
機
関
等
と
の
連
携
を
発

展
さ
せ
、
諸
課
題
に
対
応
し
た
教
育
内
容
の
充
実
を

図
る
こ
と
で
、
地
域
の
中
核
的
な
職
業
教
育
機
関
で

あ
る
専
修
学
校
の
人
材
養
成
機
能
を
向
上

開
発
し
た
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
や
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
を
、

各
専
修
学
校
に
お
い
て
そ
れ
ぞ
れ
が
実
施
す
る
教
育

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
改
編
・
充
実
に
反
映

学
習
と
実
践
を
組
み
合
わ
せ
て
⾏
う
効
果
的
な
教
育
⼿
法

を
開
発
し
、
学
校
・
産
業
界
双
方
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
し
て

作
成
・
共
有
化
を
図
る
。
（
分
野
別
:2
4
箇
所

分
野
横
断
:1
箇
所
）

S
o
c
ie
ty
5
.0
等
の
時
代
に
求
め
ら
れ
る
能
⼒

（
例
︓
「
IT
⼒
」
を
融
合
し
た
専
⾨
的
能
⼒
等
）
に
つ

い
て
分
野
毎
に
体
系
的
に
整
理
し
、
そ
の
養
成
に
向
け

た
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
開
発
す
る
。

（
3
0
箇
所
）

地
方
創
生
に
向
け
て
、
各
地
域
課
題
の
解
決
や
発
展

に
向
け
た
将
来
構
想
を
策
定
し
、
当
該
構
想
の
実
現
に

今
後
必
要
と
な
る
⼈
材
に
必
要
な
能
⼒
の
養
成
に
向
け

た
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
開
発
す
る
。

（
3
0
箇
所
）

地
方
創
生
に
向
け
て
、
各
地
域
課
題
の
解
決
や
発
展

に
向
け
た
将
来
構
想
を
策
定
し
、
当
該
構
想
の
実
現
に

今
後
必
要
と
な
る
⼈
材
に
必
要
な
能
⼒
の
養
成
に
向
け

た
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
開
発
す
る
。

（
3
0
箇
所
）

社
会
人
の
学
び
直
し
を
積
極
的
に
推
進
す
る
た
め
、

専
修
学
校
に
お
い
て
、
e
ラ
ー
ニ
ン
グ
を
積
極
的
に
活

用
し
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
編
成
に
よ
る
学
び
直
し
講
座
の

開
設
な
ど
、
社
会
人
の
学
び
直
し
を
推
進
す
る
た
め
の

方
策
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
実
施
す
る
。

（
1
8
箇
所
）

社
会
人
の
学
び
直
し
を
積
極
的
に
推
進
す
る
た
め
、

専
修
学
校
に
お
い
て
、
e
ラ
ー
ニ
ン
グ
を
積
極
的
に
活

用
し
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
編
成
に
よ
る
学
び
直
し
講
座
の

開
設
な
ど
、
社
会
人
の
学
び
直
し
を
推
進
す
る
た
め
の

方
策
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
実
施
す
る
。

（
1
8
箇
所
）

学
び
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
機
能
強
化
に
向
け
て
、
高
等
専

修
学
校
と
地
域
・
外
部
機
関
等
と
の
連
携
を
通
じ
た
実
効
的
な

教
育
体
制
（
「
チ
ー
ム
高
等
専
修
学
校
」
）
を
構
築
す
る
。

（
モ
デ
ル
︓
8
箇
所

調
査
研
究
︓
1
箇
所
）

学
び
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
機
能
強
化
に
向
け
て
、
高
等
専

修
学
校
と
地
域
・
外
部
機
関
等
と
の
連
携
を
通
じ
た
実
効
的
な

教
育
体
制
（
「
チ
ー
ム
高
等
専
修
学
校
」
）
を
構
築
す
る
。

（
モ
デ
ル
︓
8
箇
所

調
査
研
究
︓
1
箇
所
）

・
産
学
連
携
体
制
整
備
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

・
各
分
野
毎
の
将
来
⼈
材
像
、
能
⼒
の
整
理

・
産
学
連
携
（
デ
ュ
ア
ル
教
育
）
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

・
各
種
教
育
モ
デ
ル
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

等

【
新
規
】

【
新
規
】

【
新
規
】

メ
ニ
ュ
ー
③
︓
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
の
開
発

【
背
景
・
課
題
】

・
教
育
サ
イ
ド
が
産
業
界
の
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
仕
組
み
の
構
築
が
必
要

・
A
Iの
発
達
や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
爆
発
的
普
及
・
活
用
等
に
対
応
し
た
教
育
内
容
の
充
実
が
必
要

・
教
育
機
関
と
地
方
公
共
団
体
や
企
業
等
と
が
連
携
し
た
取
組
を
強
化
し
、
地
域
産
業
を
担
う
人
材

養
成
な
ど
、
地
方
課
題
の
解
決
に
貢
献
す
る
取
組
の
促
進
が
必
要

・
⼈
⽣
１
０
０
時
代
を
⾒
据
え
、
⽣
涯
を
通
じ
て
学
び
直
し
が
で
き
る
環
境
の
整
備
が
必
要

【目
指
す
成
果
】専
修
学
校
等
に
委
託
を
⾏
い
、
各
職
業
分
野
に
お
い
て
今
後
必
要
と
な
る
新
た
な
教
育
モ
デ
ル
を
形
成
す
る
と
と
も
に
、

各
地
域
か
ら
⼈
的
・物
的
協
⼒
な
ど
を
得
る
こ
と
で
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
実
効
性
、
事
業
の
効
率
性
を
⾼
め
つ
つ
、
各
地
域
特
性
に
応
じ
た
職
業
人
材
養
成
モ
デ
ル
を
形
成
す
る
。
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専修学校と地域の連携深化による５
職業教育魅力発信力強化事業

（ 新 規 ）

３０年度予定額 ６１百円

１．要 旨

産業の高度化やグローバル化の進展の中で、職業はより専門分化し、今後Society5.0の

実現に向けて、職業人として専門的な知識・技能が求められるようになっていくことが予

想される。このような中で、地域産業を担い、実践的に活躍し、あるいは我が国の産業を

牽引していく人材を各分野において養成していくこと、そして、そのための職業教育を充

実していくことは、ますます重要になるものと考えられる。

一方で、我が国では、社会全体を通じ職業教育に対する認識が不足しており、ともすれ

ば、普通教育より職業教育が、学問の教育より職業技能の教育が一段低く見られ、大学

（特に、選抜性の高い大学）に進学すること自体を評価する社会的風潮があると言われ、

進路指導の現場においても、まずは大学への進学を優先する指導が広がっているとの指摘

がある。

このような背景を踏まえ、平成２８年度に取りまとめた「これからの専修学校教育の振

興のあり方について」（平成２９年３月 これからの専修学校教育の振興のあり方検討会

議）においても、その振興の大きな柱の一つとして専修学校教育の「質保証・向上」を掲

げ、具体的な施策の打ち出しの重点ターゲットとして「魅力発信」を位置付けたところで

ある。

本事業はこれらの背景、方針を踏まえて、産学連携体制の中で、専修学校が担っている

実践的な職業教育に対する理解を促進するため、各ステークホルダーを意識した情報集約

・情報発信の在り方について検討・検証を行う。

２．内 容

（１）社会のニーズに応える効果的な情報発信の推進

専修学校が担う職業教育に関する理解を促進するため、中学校・高等学校における

進路指導や、専修学校と企業等との連携など、ターゲットを意識した効果的な情報集

約・情報発信のあり方について、各関係者や有識者等で構成する検討会議において議

論を行い情報発信戦略等を取りまとめるとともに、本戦略等を踏まえた効果的な情報

発信手法を検討する。 １箇所

（２）専修学校と各地域の連携による「職業体感型教育」等の効果検証

情報発信手法の一つとして、各ステークホルダー別、各地域特性別に専修学校と各

教育機関や企業等が連携した「職業体感型教育」（職業体験講座の提供、出前授業）

等を実施した際の効果や連携に当たっての留意点を整理する。 ５箇所
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専
修
学
校
と地
域
の
連
携
深
化
に
よ
る
職
業
教
育
魅
力
発
信
力
強
化
事
業

現 状 ・ 課 題現 状 ・ 課 題 取 組 概 要取 組 概 要振 興 方 向 性振 興 方 向 性

中
学

企
業

専
修
学
校

職
業
体
験

講
座

平
成
２
９
年
３
月
：
こ
れ
か
ら
の
専
修
学
校
教
育
の
振
興
の
あ
り
方
検
討
会
議
報
告

・「
質
保
証
・向
上
」は
専
修
学
校
教
育
振
興
策
の
重
要
な
柱
で
あ
り、
重
点
ター
ゲ
ット
の
一
つ
とし
て
「魅
力
発
信
」(
専
修
学
校
に
係
る
積
極
的
な
情
報
発
信
)を
位
置
付
け

・専
修
学
校
が
、地
域
の
理
解
・評
価
を
得
な
が
ら、
地
域
に
お
け
る
質
の
高
い
職
業
教
育
機
関
とし
て
教
育
活
動
を
展
開
して
い
くた
め
に
は
、地
方
創
生
の
観
点
か
ら、
地
方
の
教
育
機

関
とと
も
に
、地
域
の
企
業
等
の
産
業
界
や
所
轄
庁
で
あ
る
地
域
の
行
政
機
関
との
連
携
を
進
め
て
い
くこ
とも
重
要
で
あ
り、
職
場
体
験
の
実
践
や
出
前
授
業
も
含
め
、高
等
学
校
等

に
お
け
る
職
業
教
育
や
進
路
指
導
全
体
の
中
で
生
か
され
る
授
業
案
や
実
施
マ
ニ
ュア
ル
を
提
示
す
る
こと
も
重
要

専
修
学
校
が
担
う実
践
的
な
職
業
教
育
に
関
す
る
理
解
を
促
進
す
る
た
め
、中
学
校
や
高
等
学

校
、企
業
等
、各
ス
テ
ー
クホ
ル
ダー
を
意
識
した
、効
果
的
な
情
報
集
約
・情
報
発
信
等
の
在
り

方
・手
法
に
つ
い
て
検
討
・検
証
を
行
う。

【委
託
：
1箇
所
】

１
．
社
会
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
効
果
的
な
情
報
発
信
の
推
進

２
．
専
修
学
校
と各
地
域
の
連
携
に
よ
る
「職
業
体
感
型
教
育
」等
の
効
果
検
証

高
校

専
修
学
校

企
業

職
業
教
育
魅
力
発
信
委
員
会

・
情
報
発
信
戦
略
等
の
検
討

・
情
報
発
信
手
法
の
実
証

各
ス
テ
ー
クホ
ル
ダー
・地
域
・連
携
手
法
別
に
「職
業
体
感
型
教
育
」

等
の
効
果
を整
理

出
前
授
業

3
0
年
度
予
定
額
：
6
1
百
万
円
（
新
規
）

１
に
よ
り示
され
た
方
針
等
を
踏
ま
え
、各
ス
テ
ー
クホ
ル
ダー
、地
域
特
性
別
に
、専
修
学
校
と教

育
機
関
や
企
業
等
が
連
携
した
「職
業
体
感
型
教
育
」（
職
業
体
験
講
座
の
提
供
、出
前
授

業
）
等
を
実
施
した
際
の
効
果
や
連
携
に
当
た
って
の
留
意
点
を
整
理
す
る
。

【委
託
：
5箇
所
】

○
我
が
国
で
は
「学
問
の
教
育
よ
り職
業
技
能
の
教
育
が
一
段
低
く見
られ
、大
学
（
特
に
選
抜
制
の
高
い
大
学
）
に
進
学
す
る
こと
自
体
を
評
価
す
る
社
会
的
風
潮
が
あ
る
」と
も
い

わ
れ
て
お
り、
ア
カデ
ミッ
クな
教
育
を
受
け
る
こと
に
意
欲
・適
性
を
持
った
者
ば
か
りで
な
く、
職
業
技
能
教
育
に
適
性
を
有
す
る
者
等
が
、い
わ
ゆ
る
「高
学
歴
志
向
」・
「大
学
志
向
」

の
流
れ
に
沿
って
、大
学
進
学
を
して
い
る
場
合
も
あ
る
。

⇒
大
学
入
学
後
に
、十
分
な
目
的
意
識
や
意
欲
を持
って
学
修
に
取
り組
め
な
い
な
どの
ミス
マッ
チ
を抱
え
る
者
も
少
な
くな
く、
大
学
で
も
職
業
意
識
や
職
業
的
自
立
に
必

要
な
能
力
を十
分
身
に
付
け
な
い
ま
ま卒
業
して
、職
業
・社
会
との
ミス
マッ
チ
が
生
じて
い
る
との
指
摘
も
あ
る
。

・各
ス
テ
ー
クホ
ル
ダー
別
の
効
果
的
な
情
報
集
約
・

情
報
発
信
の
在
り方

・有
効
な
広
報
ツー
ル
フォ
ー
マッ
トの
整
理

・職
業
体
感
型
教
育
実
施
マ
ニ
ュア
ル
整
備

○
情
報
発
信
モ
デ
ル
の
活
用

○
情
報
発
信
モ
デ
ル
の
形
成

専
修
学
校
が
担
う職
業
教
育
の
発
信
力
を

強
化
す
る
こと
で
、職
業
教
育
へ
の
理
解
を
促

進
し、
職
業
接
続
も
含
め
た
幅
広
い
視
野
か

らの
進
路
選
択
を
実
現

各
専
修
学
校
及
び
各
団
体
に
お
い
て
、開

発
した
モ
デ
ル
を
参
考
に
各
ス
テ
ー
クホ
ル
ダー

に
対
して
効
果
的
な
情
報
発
信
を
実
施

目 指 す 成 果目 指 す 成 果- 11-



６ 地域と学校の連携・協働の推進

（前 年 度 予 算 額 ６，９３２百万円）
3 0 年 度 予 定 額 ７，１０７百万円

１．要 旨
少子化・高齢化の進展、地域のつながりの希薄化、地域格差・経済格差の進行、共働

き世帯の増加等により、子供たちを取り巻く地域力が衰退していることから、地域住民
等の参画による学校を核とした人づくり・地域づくりを実施することにより地域の将来
を担う子供たちを育成し、学校を中心とした地域力の強化を図り、一億総活躍社会及び
地方創生の実現を図る。

２．内 容
○学校を核とした地域力強化プランの実施

学校を核とした地域力強化のための仕組みづくりや地域の活性化に関する様々な取
組を地域の特色に応じて組み合わせて推進する。
①コミュニティ・スクール推進体制構築事業
全国の公立学校にコミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）を導入し、学

校・家庭・地域の連携・協働体制を確立するために、域内の各地域や学校をつなぐ
推進協議会の開催、学校運営の充実に向けた管理職研修等により、持続可能な推進
体制の構築を図る。

②地域学校協働活動推進事業
幅広い地域住民や企業・団体等の参画により、子供たちの成長を支え、地域を創

生する「地域学校協働活動」を推進するため、地域と学校をつなぐ地域学校協働活
動推進員の配置や機能強化により、基盤となる「地域学校協働本部」の整備を推進
するとともに、学びによるまちづくりや地域人材育成、放課後子供教室、地域住民
等による学習支援(地域未来塾)、外部人材の活用による教育活動を通じて、社会全
体の教育力の向上及び地域の活性化を図る。
特に、放課後児童クラブと一体型の放課後子供教室の取組を加速化し、平成３１

年度末までの目標達成を１年前倒して実現することを目指す。

③地域における家庭教育支援基盤構築事業～家庭教育支援チーム強化促進プラン～
家庭教育支援員等の養成、家庭教育支援チームの組織化及び学習機会の効果的な

提供等の様々な取組に加え、家庭教育支援チーム等の組織化・活動強化を図るため
の取組を新たに推進する。

④健全育成のための体験活動推進事業
農山漁村等における体験活動において、地域人材や地域資源を活用することによ

り、異世代間交流や都市農村交流を図り、地域の活性化につなげる。

⑤地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事業
「キャリアプランニングスーパーバイザー」を都道府県等に配置し、地元企業等

と連携した職場体験やインターンシップ及び地元への愛着を深めるキャリア教育の
推進等を通じ、地元に就職し地域を担う人材を育成する。

⑥地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業
「スクールガード（学校安全ボランティア）」やスクールガード・リーダーの活

用等により、地域ぐるみで子供の安全を見守る体制を整備する。

⑦地域と連携した学校保健推進事業
養護教諭の未配置校等に経験豊富な退職養護教諭をスクールヘルスリーダーとし

て派遣し、学校、家庭、地域の関係機関等の連携による効果的な学校保健活動の展
開を図る。
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一
億

総
活

躍
社

会
、

地
方

創
生

を
実

現

【
地

域
学

校
協

働
活

動
推

進
事

業
】（

６
，
０
１
２
百

万
円

）

地
域

と
学

校
を
繋

ぐ
地

域
学

校
協

働
活

動
推

進
員

が
中

心
と
な
り
、

地
域

と
学

校
の

連
携

・
協

働
の

下
、
幅

広
い
地

域
住

民
等

が
参

画
し
、

地
域

全
体

で
未

来
を
担

う
子

供
た
ち
の

成
長

を
支

え
、
地

域
を
創

生
す
る
「
地

域
学

校
協

働
活

動
」
を
全

国
的

に
推

進
。

学
校

を
核

と
し
た
地

域
力

強
化

プ
ラ
ン

学
校

を
核

と
し
て
地
域
住
民
等
の
参
画
や
地
域
の
特
色
を
生
か
し
た
事

業
を
展

開
す
る
こ
と
で
、

ま
ち
全
体

で
地

域
の
将

来
を
担
う
子
供
た
ち
を
育
成
す
る
と
と
も
に
、
一
億
総

活
躍

社
会

と
地

方
創

生
の
実

現
を
図

る
。

◆
地

域
の

実
情

に
応

じ
て

、
柔

軟
に

事
業

を
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

関
連

施
策

に
よ

る
プ

ラ
ン

を
推

進
。

◆
学

校
を

核
と

し
た

地
域

力
強

化
の

た
め

の
仕

組
み

づ
く

り
や

地
域

の
活

性
化

に
直

結
す

る
様

々
な

施
策

等
を

地
域

の
特

色
に

応
じ

て
組

み
合

わ
せ

て
推

進
。

（
前

年
度

予
算

額
：
6
,9
32

百
万

円
）

3
0
年

度
予

定
額

：
6,
4
7
5百

万
円

学
校

を
核
と
し
て
、
人
づ
く
り
・
地
域
づ
く
り
の
好
循
環

を
創

出

少
子
化
・
高

齢
化

の
進
展

共
働
き
世
帯
、
一

人
親

世
帯
、

独
居
老
人

の
増

加

地
域

の
つ
な
が

り
の

希
薄

化

地
域
格
差
、
経

済
格

差
の

拡
大

子
供

た
ち

を
取

り
巻

く
地

域
力

の
衰

退

学
校

を
核

と
し

た
地

域
と

の
つ

な
が

り
の

形
成

地
域

資
源

を
生

か
し

た
子

供
た

ち
の

豊
か

な
学

び
の

実
現

子
供

た
ち

の
地

域
へ

の
愛

着
、

地
域

の
担

い
手

の
増

加

子
育

て
環

境
の

整
備

、
人

口
流

出
の

抑
制

、
地

域
の

活
性

化

学
校

を
核

と
し

た
地

域
力

強
化

の
た

め
の

仕
組

み
づ

く
り

の
推

進

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・

ス
ク
ー
ル

様
々

な
施

策
の

展
開

に
よ

り
、

教
育

の
充

実
、

地
域

も
活

性
化

◇
一

億
総

活
躍

社
会

の
実

現
と

地
方

創
生

の
推

進
に

は
、

学
校

と
地

域
が

相
互

に
か

か
わ

り
合

い
、

学
校

を
核

と
し

て
地

域
社

会
を

活
性

化
し

て
い

く
こ

と
が

重
要

。

学
校

を
核

と
し

た
地

域
力

強
化

・
将

来
を

担
う

子
供

た
ち

の
育

成
を

通
じ

て
、

一
億

総
活

躍
社

会
、

地
方

創
生

を
実

現

地
域

力
強

化
プ
ラ
ン

地
域
の
特
色
あ
る
取
組
を

柔
軟
に
支
援

家
庭

教
育

の
困

難
さ

地
域
学
校

協
働
活
動

家
庭
教
育

支
援

キ
ャ
リ
ア

教
育

キ
ャ
リ
ア

教
育

地
域

連
携

学
校

保
健

地
域

連
携

学
校

保
健

農
山

漁
村

体
験

農
山

漁
村

体
験

子
供

の

安
全

子
供

の

安
全

地
域

連
携

の
基

盤
づ

く
り

【
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル

推
進

体
制

構
築

事
業

】（
９
８
百

万
円

）
社

会
総

が
か

り
で
子

供
た
ち
を
育

む
た
め
に
、
全

て
の

公
立

学
校

に
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
・
ス
ク
ー
ル

を
導

入
し
、
学

校
・
家

庭
・
地

域
の

連
携

・
協

働
体

制
を
確

立
す
る
必

要
が

あ
る
。
法

改
正

を
踏

ま
え
た
制

度
内

容
の

周
知

や
域

内
の

各
地

域
、
各

学
校

を
つ
な
ぐ
推

進
協

議
会

の
開

催
、
学

校
運

営
の

充
実

に
向

け
た
管

理
職

研
修
等
に

よ
り
、
持

続
可

能
な
推

進
体

制
の

構
築

を
図

る
。

【
地

域
に
お
け
る
家

庭
教

育
支

援
基

盤
構

築
事

業
～

家
庭

教
育
支
援
チ
ー
ム
強
化
促
進
プ
ラ
ン
～
】（

７
３
百

万
円

）

家
庭

教
育

支
援

員
等

の
養

成
、
家

庭
教

育
支

援
チ
ー
ム
の

組
織

化
及

び
学

習
機

会
の

効
果

的
な
提

供
等

の
様

々
な
取

組
に
加

え
、
家

庭
教

育
支

援
チ
ー
ム

等
の

組
織

化
・
活

動
強

化
を
図

る
た
め
の

取
組

を
新

た
に
推

進
す
る
。

【
地

域
を
担

う
人

材
育

成
の

た
め
の

ｷ
ｬ
ﾘ
ｱ
ﾌ
ﾟﾗ
ﾝ
ﾆ
ﾝ
ｸ
ﾞ

推
進

事
業

】
（８

百
万

円
）

「
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
ス
ー
パ

ー
バ

イ
ザ

ー
」
を
都

道
府

県
等

に
配

置
し
、
地

元
企

業
等

と
連

携
し
た
職

場
体

験
や

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
及

び
地

元
へ

の
愛

着
を
深

め
る

キ
ャ
リ
ア
教

育
の

推
進

等
を
通

じ
、
地

元
に
就

職
し
地

域
を
担

う
人

材
を
育

成
す
る
。

【
地

域
ぐ
る
み

の
学

校
安

全
体

制
整

備
推

進
事

業
】

（
１
０
６
百

万
円

）

「
ス
ク
ー
ル

ガ
ー
ド
（
学

校
安

全
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
）
」
の

活
用

等
に
よ
り
、
地

域
ぐ
る
み

で
子

供
の

安
全

を
見

守
る

体
制

を
整

備
し
、
地

域
社

会
と
連

携
し
た
学

校
安

全
に

関
す
る
取

組
を
通

じ
て
、
地

域
力

の
強

化
を
図

る
。

【
地

域
と
連

携
し
た
学

校
保

健
推

進
事

業
】

（
８
百

万
円

）

養
護

教
諭

の
未

配
置

校
等

に
対

し
、
経

験
豊

富
な
退

職
養

護
教

諭
を
ス
ク
ー
ル

ヘ
ル

ス
リ
ー
ダ
ー
と
し
て
派

遣
し
、
学

校
、
家

庭
、
地

域
の

関
係

機
関

等
の

連
携

に
よ
る
効

果
的

な
学

校
保

健
活

動
の

展
開

を
図

り
、
地

域
力

の
強

化
に
つ
な
げ
る
。

【
健

全
育

成
の

た
め
の

体
験

活
動

推
進

事
業

】
（
９
９
百

万
円

）

農
山

漁
村

等
に
お
け
る
体

験
活

動
に
お
い
て
、

地
域

人
材

や
地

域
資

源
を
活

用
す
る
こ
と
に
よ

り
、
異

世
代

間
交

流
や

都
市

農
村

交
流

を
図

り
、

地
域

の
活

性
化

に
つ
な
げ
る
。
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地
域

学
校

協
働

活
動

推
進

事
業

放
課

後
子
供

教
室

地
域

住
民

等
に
よ
る
小

学
校

で
の

放
課

後
の

学
習

支
援

、
体

験
機

会
の

提
供

及
び
居

場
所
づ
く
り

を
拡

充
。

地
域

未
来

塾
地
域
住
民
の
協
力
や
ＩＣ

Ｔ
の
活

用
に
よ
り
、

学
習
が
遅
れ
が
ち
な
中

高
生

等
の

無
料

の
学
習
支
援
を
拡
充
。

外
部

人
材

を
活
用
し
た
教
育
支
援
活
動

民
間

企
業

等
の

多
様
な
経
験
や
技
能
を
持
つ
外
部
人
材
の
活
用
に
よ
り
、
土
曜
日
や
休
日

等
の
特
色
・
魅
力
の
あ
る
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
充

実

幅
広
い

地
域

住
民

や
企

業
・

団
体

等
の

参
画

に
よ

り
、

子
供

た
ち

の
成

長
を

支
え

、
地

域
を

創
生

す
る

「
地

域
学

校
協

働
活

動
」
を
推

進
す

る
。

そ
の

た
め

、
地

域
と

学
校

を
つ

な
ぐ

「
地

域
学

校
協

働
活

動
推
進

員
」

の
配

置
や

機
能

強
化

に
よ
り

、
「

地
域

学
校
協

働
本
部

」
の
整
備

を
推

進
す

る
と

と
も

に
、

地
域

学
校

協
働

活
動

の
基

盤
と

な
る

学
び

に
よ

る
ま

ち
づ

く

り
や

地
域

人
材

育
成

、
放

課
後

子
供

教
室

、
地

域
住

民
等

に
よ

る
学

習
支

援
（

地
域

未
来

塾
）

、
外

部
人

材
の

活
用

に
よ

る
土

曜
日

等
の

教
育

支
援

の
取

組
を

通
じ

て
、

社
会

全
体

の
教

育

力
の

向
上

及
び

地
域

の
活

性
化

を
図

る
。

大
学
等

段
階

就
学
前

段
階

2
0
,0

0
0
箇

所
4
,6

1
5
箇

所

1
2
,0

0
0
箇

所

放
課

後
児

童
ク
ラ
ブ
と
の

一
体

型
を
中

心
と
す
る

放
課

後
子

ど
も
総
合

プ
ラ
ン
の

推
進

国
1
/
3

都
道
府
県

1
/
3

市
町
村

1
/
3

【
補
助
率
】

（
前

年
度

予
算

額
6
,4
3
5
百

万
円
）

３
０

年
度

予
定

額
6
,0
1
2
百

万
円

高
校

段
階

中
学
校

段
階

地
域

学
校

協
働

活
動

地
域

全
体
で
未
来
を
担
う
子
供
た
ち
の
成
長
を
支
え
、
地
域
を
創

生
す
る
た
め
の

活
動

小
学
校

段
階

地
域

学
校

協
働

活
動

推
進

員
及

び
統

括
的

な
地

域
学

校
協

働
活

動
推

進
員

の
配

置
拡

充
、
人

材
の

育
成

・
確

保
（
研

修
の

充
実

、
質

の
向

上
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

）
を
強

化

地
域

学
校

協
働

活
動

推
進

員
（
学

校
区

レ
ベ
ル

）
従

来
の

学
校
支
援
地
域
本
部
等
を
基
盤
と
し
、
幅
広
い

地
域

住
民
や
団
体
等
の
参
画
に
よ
り
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構

築
し
、

地
域

学
校
協
働
活
動
を
推
進

A
地

域
学

校
協

働
本

部

青
少

年

・
地

域
住

民
等

や
学

校
と
の

連
絡

・
調

整
・
地

域
学

校
協

働
活

動
の

企
画

・
推

進
等

2
0
,0

0
0
人

大
人

高
齢

者
文

化
団

体
Ｎ
Ｐ
Ｏ

企
業

保
護

者
・

Ｐ
Ｔ
Ａ

ス
ポ
ー
ツ

団
体

土
曜

日
等

の
活

用

貧
困

対
策

児
童

の
居

場
所

●
地

域
ブ
ラ
ン
ド
づ
く
り
学

習
●

防
災

学
習

●
課

外
活

動
補

助
●

ふ
る
さ
と
発

見
学

習
●

地
域

行
事

へ
の

参
画

等
6
,0

0
0
箇

所

統
括

的
な
地

域
学

校
協

働
活

動
推

進
員

（
市

町
村

レ
ベ
ル

）

・
未

実
施

地
域

に
お
け
る
取

組
実

施
を
推

進
・
地

域
学

校
協

働
活

動
推

進
員

間
の

調
整

・
地

域
学

校
協

働
活

動
推

進
員

の
資

質
や

活
動

の
質

の
向

上
3
7
5
人

A
協

働
本

部

C
協

働
本

部

B
協

働
本

部
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地
域

学
校

協
働

活
動

の
実

施

地
域

学
校

協
働

本
部

学
校

目
標

、
活

動
方
針
や
取
組
内
容
等
の
共
有
（
関
係
者
に
よ
り
構

成
さ
れ

る
協

議
会

な
ど
）

地
域

学
校

協
働

活
動

推
進

員
（
学

校
・
地

域
と
の

連
絡

・
調

整
、

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の

確
保

、
活

動
の

企
画

）

幅
広
い
地

域
住

民
等

地
域

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

教
員

教
頭

・
主

幹
教

諭
等

、
学

校
側

の
窓

口

学
校

の
教

育
活

動

参
画

地
域

と
学

校
が

連
携

・
協

働
す
る
仕

組
み

づ
く
り
を
促
進
し
、
子
供
た
ち
を
支
え
る
だ
け
で
な
く
、
地

域
住

民
の

生
涯

学
習

・
自

己
実

現
に
資

す
る

と
と
も
に
、
活

動
を
通

じ
て
地

域
の

つ
な
が

り
・
絆
を
強
化
し
、
地
域
の
活
性
化
を
図
る

幅
広

い
地
域

住
民

等
の

参
画

に
よ
り
、
地

域
と
学
校
が
連
携
・
協
働
し
な
が
ら
、
地
域
全
体
で
子

供
の

成
長

を
支

え
、
地

域
を
創

生
す
る
活

動
を
実

施

地
域
学
校
協
働

活
動

推
進

事
業

の
一

部
で
実

施

国
1
/
3

都
道

府
県

1
/
3

市
町
村

1
/
3

【
補
助
率
】

（
前

年
度

予
算

額
：
6

,4
3

5
百

万
円

の
内

数
）

3
0
年

度
予

定
額

：
6

,0
1

2
百

万
円

の
内

数

地
域
学
校
協
働
活
動

子
供

社
会

教
育

関
係

団
体

民
間

教
育

事
業

者

企
業

・
経

済
団

体

文
化

・
ｽ
ﾎ
ﾟｰ
ﾂ

団
体

労
働

関
係

機
関

・
団

体

○
地
域
⾏
事
へ
の
参
加

・
地
域
・
学
校
協
働
防
災
訓
練

・
地
域
の
伝
統
⾏
事
へ
の
参
画

等
○
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
・
体
験
活
動

・
地
域
の
高
齢
者
施
設
で
の

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
学
習

・
地
域
の
商
店
街
で
の

職
場
体
験
活
動

等
○
学
校
周
辺
環
境
整
備

・
部
活
動
等
の
課
外
活
動
補
助

・
花
壇
整
備

等

○
学
び
に
よ
る
ま
ち
づ
く
り

・
地
域
資
源
を
活
用
し
た

地
域
ブ
ラ
ン
ド
づ
く
り
学
習

・
地
域
防
災
マ
ッ
プ
作
成

等
○
地
域
人
材
育
成

・
地
域
課
題
解
決
型
学
習

・
地
域
人
材
に
よ
る
キ
ャ
リ
ア

教
育

等
○
郷
土
学
習

・
ふ
る
さ
と
発
⾒
学
習

・
地
域
の
自
然
環
境

フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク

等
Ｐ
Ｔ
Ａ

地
域

の
青

少
年

・
成

人
・

高
齢

者

連
携
・
協
働

【
活
動
の
例
】

ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
（
平
成

2
8
年

6
月

2
日

閣
議

決
定

）
（
工

程
表

：
抜
粋

）
・
地
域
と
学
校
と
の
連
携
・
協
働
の
下

、
高
齢

者
等

を
は
じ
め
と
す
る
地

域
住

民
の

参
画

に
よ
り
、
社

会
全

体
と
し
て
子

ど
も
た
ち
の

学
び
や

成
長

を
支

え
る
活

動
を
、
全
国
的
に
推
進
す
る
。

働
き
方

改
革
実
行
計
画
（
平
成

2
9
年

3
月

2
8
日

働
き
方
改

革
実

現
会

議
決

定
）
（
工

程
表

：
抜

粋
）

【
地
域
学
校
協
働
活
動
の
全
国
的
な
推
進

】
2

0
2
2
年

度
全

小
中

学
校

区
を
カ
バ

ー
し
て
地

域
学

校
協

働
活

動
を
推

進
。
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中
学

生
・
高

校
生

等
を
対

象
に
、
教

員
O

B
や

大
学

生
な
ど
地

域
住

民
の

協
力

に
よ
る
学

習
支

援
を
実

施


経
済
的

な
理
由

や
家

庭
の

事
情

に
よ
り
、
家
庭
で
の
学
習
が
困
難
で
あ
っ
た
り
、
学
習
習
慣
が
十
分

に
身
に
つ
い
て
い
な
い

中
学
生

・
高
校

生
等

へ
の

地
域

と
学
校
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
学
習
支
援
を
実

施


教
員
を
志

望
す
る
大

学
生

な
ど
の
地
域
住
民
、
学
習
塾
な
ど
の
民
間
教
育
事

業
者
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
等
の
協
力
や
ＩＣ

Ｔ
機
器
、
学
習
ソ

フ
ト
ウ
ェ
ア
等

の
活

用
に
よ
り
、
多

様
で
効
果
的
な
支
援
が
可
能

＜
放

課
後

学
習

支
援

＞
・
対
象
は
中
１
～

３
の

希
望
者

・
年
間
約

8
0
回

(学
期

中
の

週
２

回
(２

時
間

程
度
))

＊
学
校
の
空

き
教

室
を

利
用
、

無
料

・
指
導
員
に
よ
る

個
別

指
導
と

自
習

＊
指
導
員
：

退
職

教
員

や
教
員

志
望

の
大

学
生

な
ど

全
生

徒
を

対
象

と
し

た
学

習
支

援
の

事
例

【
取

組
例

】

学
習

支
援

が
必

要
な
中

学
生

・
高

校
生

等
を
対

象
と
し
た
学

習
支

援
～

地
域

住
民

の
協

力
を
得

た
地

域
未

来
塾

の
充

実
～

地
域

未
来

塾
に
つ
い
て ＊
学

習
支

援
が

必
要

な
中

学
生

・
高

校
生

等
に
対

し
て
学

習
習

慣
の
確

立
と
基

礎
学

力
の

定
着

＊
高

等
学

校
・
大
学

等
進

学
率

の
改

善
、
高

校
中

退
の

防
止

、
学

力
・
自

己
肯

定
感

の
向

上

学
習

機
会

の
提

供
に
よ
っ
て
、
貧

困
の

負
の

連
鎖

を
断

ち
切

る

平
成

3
1
年

度
末

ま
で
の

目
標

数

H
3

1
年
度

５
，
０
０
０

中
学

校
区

（
公

立
中

学
校

の
約

半
数

）

H
3

0
年
度

４
，
３
１
５

中
学

校
区

高
校

生
支

援
の

促
進

高
校

生
支

援
全

国
展

開

（
前

年
度

予
算

額
：
３
２
２
百

万
円
）

３
０
年

度
予

定
額

：
３
８
７
百
万

円
※

地
域

学
校

協
働

活
動

推
進

事
業

６
，
０
１
２
百

万
円

の
一

部
で
実

施

H
2

9
年

度

３
，
６
３
０

中
学

校
区

高
校

生
支

援
の

促
進

ニ
ッ
ポ
ン
一

億
総

活
躍

プ
ラ
ン
（
平

成
2

8
年

6
月

2
日

閣
議

決
定
）
（
抜

粋
）

経
済
的
な
理

由
や

家
庭

の
事

情
に
よ
り
学

習
が

遅
れ

が
ち
な
子

供
を
支

援
す
る
た
め
、
大

学
生

や
元

教
員

等
の

地
域

住
民

の
協

力
及

び
IC

Tの
活

用
等

に
よ
る
原

則
無

料
の

学
習

支
援

を
行

う
地

域
未

来
塾

を
、
平
成

3
1
年

度
（

2
0

1
9
年
度

）
ま
で
に
全

中
学

校
区

の
約

半
分

に
当

た
る

5
0

0
0
ヶ
所

に
拡

充
し
、
高

校
生

へ
の

支
援

も
実

施
す
る
。

働
き
方

改
革

実
行

計
画

（
平

成
2

9
年

3
月

2
8
日

働
き
方

改
革

実
現

会
議

決
定

）
（
抜

粋
）

子
供
た
ち
が

家
庭

の
経

済
状

況
に
か

か
わ

ら
ず
、
そ
れ

ぞ
れ

の
夢

に
チ
ャ
レ
ン
ジ
で
き
る
社

会
を
実

現
す
る
た
め
、
地

域
と
学

校
の

連
携

協
働

の
体

制
整

備
を
推

進
す
る
法

改
正

を
行

う
と
と
も
に
、
原

則
無

料
で
学
習
支

援
を
行

う
地

域
未

来
塾

の
拡

充
、
放

課
後

や
土

曜
日

等
の

学
習

支
援

の
拡

充
を
図

る
。

2
0

1
9
年

度
5

,0
0

0
中

学
校

区
で
地

域
未

来
塾

を
実

施
し
、
高

校
生

へ
の

支
援

を
全

国
展

開

※
部

活
動

休
養

日
（

ノ
ー

部
活

動
デ

ー
）

の
受

け
皿

と
し

て
実

施
す

る
こ

と
も

可
能

。
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